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研究成果の概要（和文）：まず，公企業である上水道事業の経営に於いて原価管理が重要となることを，受益者
負担により料金を支払っている住民の観点から明らかにした．そして，その管理のツールとして原価管理支援シ
ステムのプロトタイプを初めて構築した．
本システムは，机上の空論ではなく，実際の自冶体を事例としながら実際に行政で使用することを念頭に開発を
行った．さらに，より安い水道料金を求める住民感情に応えるため，但単純に原価を計算するだけではなくその
結果から，原価を高くしている原因を分析可能としている．そして，その改善方法まで診断できるように工夫さ
れている，この一連の流れを日頃原価管理を行っていない職員でも行えるように工夫している．

研究成果の概要（英文）：Outline of Results in this study is following.
1) to have presented that cost management is important in public enterprise.2) to have developed a 
prototype of a Cost Management Support System for administration management.3) to have developed 
above system based on real cases that are Aki City and Kami City water supply business.4)to have 
presented differences about system developing way in company and administration organizations.

研究分野： 経営情報システム

キーワード： 上水道事業　原価管理　意思決定支援システム
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１．研究開始当初の背景 
行政を取り巻く環境は，財政難や求められる
行政サービスの内容が複雑かつ多様化する
等，大変厳しいものとなっている．このよう
な状況下にあり行政の効率化を達成するた
めに，行政経営システムが強く要請されてい
る． 
このようなシステムを構築するためには，ま
ずは行政経営を達成するための経営モデル，
つまり１つの仕組みでありそれによって状
況に合致した正しい判断が行えるようにな
るモデルを構築することが必要不可欠とな
る．そのモデルの構築後，それに基づきシス
テムの構築となる．このシステム自体も，通
常の行政業務の中で運用・適用することを考
えるとコンピュータ化，つまり行政経営用の
経営情報システムとして開発されことが要
請される． 
 
２．研究の目的 
公共・行政サービスにおいても民間企業同様
のマネジメントが求められている。ただし，
その目的は必ずしも利潤の追求とは限らな
い。仮に，収支において赤字であっても場合
によってはそのサービスを世の中に対して
提供せねばならないこともある。 
 しかしながら，その組織が効率的に目的を
達成せねばならないという意識はその組織
の職員にも求められる。そこで，一般に民間
で追及されている組織のマネジメントを公
共サービス，行政組織向けにアレンジしそれ
を経営情報システムとして構築する．そして，
さらに，そのシステムの職員への研修（教育）
システムを構築し，公共サービス・行政組織
の効率化を支援するシステムを模索したい。
またこの研修（教育）システムはｅラーニン
グの手法を用い，その組織の各職員が自発的
にかつ空いた時間でこれに取り組めること
を目指したい。 
これまでに研究代表者である坂本は上水道
事業を対象としてその経営モデルを研究し
そのモデルの下経営情報システムを開発し
てきた．そのシステムとは，上水道事業では
初めて業務活動毎に原価計算を行いその結
果を基に業務改善を支援するものであった．
その開発の祭には，各職員に費用構造分析や
原価計算など管理会計意識をもってもらう
かについても検討してきた． 
本研究ではそれを踏まえて，経営情報システ
ムとしてさらに業務の合理化やリエンジニ
アリングを目指してシステムの拡張を行う．
さらに，その拡張に伴い，実際に行政・公共
サービス提供組織の各職員が上記を実際に
理解し業務にそうした発想を取り入れるよ
うな研修（教育）システムを構築することを
目指している．まずは冒頭の坂本の研究を実
際に実行可能なものとするために，教育シス
テムに取り入れられるものと実際には研修
（教育）が現時点で困難なものとに分別し，

前者についてこれをｅラーニングを前提と
した研修（教育）システムとして作成してい
くことを目指している． 
この過程においては各組織と面談したり，書
面でのアンケートを行い現場の声を反映し，
作成したコンテンツについても協力組織に
試用してもらうことでこの教育コンテンツ
そのもの評価を行いさらに質の向上へと現
場の要望をフィードバックさせていきたい． 
この研究では従来民間企業中心にマネジメ
ント能力の開発と人材育成が行われてきた
が，これを公共サービス・行政組織に適応す
ることでこの領域の効率化を促せる研究と
なることが期待される．またｅラーニングを
取り入れることで日常の業務に多忙な職員
の空き時間をそれぞれ適宜有効利用して行
くことが可能となるであろう． 
 
３．研究の方法 
研究代表者である坂本は，既に本研究の関連
テーマで基礎的研究業績を上げている（”上
水道事業に関する行政経営システムの構築
と原価管理システム”，社会技術研究論文集，
Vol. 7 (2010) No. 0pp.11-20）．そこでは，
高知県安芸市の協力の下，経営モデルを以下
の図に示すように構築し，コスト削減に関わ
る経営情報システムのプロトタイプを開発
している．今後は，この研究を土台としてま
ず２５年度にリエンジニアリングのレベル
までシステムを拡張する予定である．次に，
２６年度には拡張したシステムで使用して
い る 管 理 会 計 の 概 念 及 び 方 法 論 を
e-Learning のコンテントして整理する．そし
て，２７年度にはそのコンテンツを基に
e-Larning システムを構築する．このように，
３カ年計画である． 
上述したように，研究代表者である坂本は，
次ページの図のような上水道事業に於ける
経営モデルを構築し，さらに上水事業に於け
る各活動の原価計算を行いその結果を基に
して業務改善（コスト削減）を支援する経営
情報システムのプロトタイプの開発を既に
行っている．本研究では，その研究業績を土
台とし，さらに行政経営に必要な合理化ひい
てはリエンジニアリングまでその機能を拡
張することを計画している．そのためには，
まずは，改革としてはより上位レベルに相当
する合理化やリエンジニアリングに向けて，
必要な会計情報を企業組織の管理会計を基
に整理・提案する必要がある．その後，その
成果を踏まえて経営情報システムとして開
発を行う．これらの過程に於いては，実在の
行政組織の全面協力を得る必要がある．この
点に於いては，既に高知県安芸市との共同研
究実績がある本研究は一つのアドヴァンテ
ージがあると言える． 
行政経営のための会計の概念整理に伴い，そ
れを職員に浸透させるためにはそれを学習
モデルとして整理をする必要がある． 



その際，企業組織の管理会計を行政組織に適
用するための概念整理及び方法論構築を会
計の専門家である園が担当する．そして，そ
の成果を基に経営情報システムとしての開
発を坂本が担当する．さらに，上述の
e-learning システムの開発をその分野での
多くの研究実績を有している妻鳥の指導・協
力を得ながら行う． 
 
４．研究成果 
成果は以下の通りである． 
 
①上述の研究目的に応えるために，原価管理

支援システムをまだプロトタイプの域を
出てはいないが開発することができた． 

 
②その際に，実際に役に立つことを目指し，

実際の事例に基づいて開発を行った．その
事例も今回の研究によって拡張すること
ができた． 

 
③それによって，本システムの一般性の一端

としてシステムの柔軟性も確認できた． 
 
④また，設備事業である上水道事業に於いて

設備の維持・更新は非常に重要な問題であ
る．そのため，効果・効率的な維持・更新
機能の概念設計も行った． 

 
⑤このような点を評価され，今後対象事例に

於いて，上水道事業の経営の中核に据え，
その戦略を立案したい旨の提案を受けて
いる．そのため，今後も研究を継続する予
定である． 

⑥しかし，研究当初に掲げたｅラーニング機

能の実現は達成することができなかった．
それは，対象事例の担当者等の意見を聞い
て研究を進める中で，まずは公営企業経営
に於いて原価管理の重要性を明らかにす
ることがより自冶体では重要であること
が判明したためである．これは，公営企業
としての将来性という観点からも重要と
なる． 

 
⑦そのため，ｅラーニング機能の実現より，

公営企業の会計に於いて原価管理の重要
性を明らかにすることを優先して研究を
行いそれを明らかにすることができた． 

 
⑧さらに，研究を通して，管理システムとし

て先行する企業組織の開発例が自冶体組
織には通用しないことが判明した．この点
は，行政経営の実現が強く要請されている
自冶体に於いては重要な点である．そこで，
組織特性がシステム開発へ及ぼす影響に
ついて研究を行い論文として纏めること
ができた．論文自体は，現在査読審査中で
ある． 
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